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原著

離島と市内における一戸建て住まいの家庭内の子どもの事故の関連要因
－父親を対象とした地域性の一考察－

Factors relevant to the injuries of children of single-family households

in a detached island and in the city
— consideration of the regionality for a father —

大重育美

Narumi  OOSHIGE

キー ワー ド:子 どもの事故 (the injuries of  children)  , 離島 (detached  islands)  ,
一戸建 て (single-family  households)  , 父親  (fathers)  ,

日常的予防策 (everyday preventive measures)

要旨

本研究は,地 域における家庭内の子どもの事故防止教育のため,家 庭内の事故として最 も多い一戸建てに注

目した.核 家族の進行や女性の社会進出による背景か ら父親の協力は欠かせないことか ら,研 究対象 を父親と

した.乳 幼児をもつ父親を対象 として,両 親の状況,家 族形態,育 児参加状況,日 常的予防策をA県 の離島と

本土の市内を比較検討 した後,子 どもの事故の要因分析を行った.そ の結果,離 島と市内の事故の背景要因が

異なり,子 どもの事故に地域差があることが明 らか となった.そ の特徴として一戸建てに住む離島では,祖 父

母と同居家族で両親の年齢 も高 く,兄 弟の多い家族では,子 どもの事故のリスク要因となることが示唆された.

地域に応 じた養育状況の特徴 を踏まえた啓発教育の展開が求められる.そ のため,離 島における子どもの事故

防止の啓発教育 として,両 親の年齢,家 族形態,日 常的予防策等の情報を考慮 した視点が必要であることがわ

かった.

Abstract

   This research was focused on injury prevention education in A Prefecture.  It observed that most single-

family houses were related to domestic injury.  Fathers were set as the research target because of the 

advancement of the nuclear family and of women in society; therefore, fathers' cooperation is considered 

much more important today.  The detached island in A Prefecture was compared to mainland city for fathers 

who had infants and who lived in single-family houses.  We looked at the child rearing environment, childcare 

situation, and the preventive everyday measures against child injuries.  As a result, predictive factors 

regarding accidents taking place on the detached island and in the city differed, and it became clear that 

regional differences serves as a backdrop to a children injuries.  On the detached island, risk factors associated 

with a child's injury were as follows: living in  single-family houses, living together with grandparents, having 

older parents, and having many brothers.  Education is required based on the childrearing location and 

situation.  Therefore, the age of the parents and the home exception resulted in a need for education 

pertaining to infant injury prevention on the detached island. Information about the childrearing environment, 

such as the family structure, needs to be taken into consideration.
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I.序 論

子 どもの事故は,全 世界で共通する課題である　1).

本邦 においても幼児の死亡原因の トップは不慮の事

故である　2).昭 和35年 以来,こ の実態に変化はなく,

緊急に予防対策が必要で,母 子保健の主要課題とし

て挙げられている　3).そ のため,地 域に応 じた事故

予防活動が重要となっている.不慮の事故において,

過去10年 間の統計値を比較 した結果　4),地 域による

大 きな傾向はないが県によって大 きな差がみ られ

た.市 部,郡 部,11大 都市別では,小 児の事故死

は郡部に高 く,市 部,大 都市で低い傾向がみられて

いる.田 中　4)に よれば,「 大都市において事故に対

する環境整備が進んでいること,母 親の事故防止に

対する認識が高いこと」が報告 されている.ま た,

中嶋 ら　5)は,「 離島の特徴 として,子 どもの病気の

時の親の不安が離島以外 と比べて大 きい」 と指摘 し

ている.こ のことを,山 中　6)のいうように 「子 ども

の事故は病気 と同じ傷害 と考える」 ととらえると離

島の親の不安は大 きいと推察で きる.そ こで,本 研

究では,離 島を多 く抱えるA県 一か所 と特例市に

住む父親を対象に子 どもの事故の実態 と事故防止の

認識を調査 した.

これまで子 どもの事故の実態調査 として,医 療機

関を受診 した1歳6カ 月児を対象 とした健診による

調査　7),保 育所を定点とした調査　8)9)な どがある,

子 どもの事故の要因として,母乳哺育でない子ども,

第1子 である者などがあ り,こ れらを含め事故は子

どもの発達と関連していることが明らかとなってい

る.し かし,い ずれも特定の集団であ り,子 どもの

事故の要因を同一県内の地域差として比較検討され

たものが少なく,そ のまま地域の子どもの事故防止

教育に応用するには難 しい.本 研究で対象 としたA

県は,離 島人口155,614人 で,全 国の692,752人 の

22.4%を 占め全国2位 である　10).地域 に応 じた子ど

もの事故防止の啓発教育を行 うには,A県 に離島が

多いという特徴を踏まえて市内との地域差を明 らか

にすることは有用と考えた.

また離島の家屋別では,一 戸建 てが平成20年 度

で住宅全体の55.3%を 占めてお り,A県 全体 では

67.4%と 全国平均 を上回る最 も多い構造である　11).

さらに一戸建てでは,家 庭内の子 どもの事故が多い

という報告　12)もある,子 どもの事故 は,家 屋や施

設の構造上に問題があるなど物理的な環境で生 じる

ことも多いことか ら　12)、家屋別での子 どもの事故防

止対策が必要 となる.

さらに,子 どもの事故防止に関する調査対象 とし
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ては,こ れまで母親を取 り上げた報告　7)-9)はあるが,

父親 を対象とした研究はほとんど報告 されていな

い.し か し核家族の進行や女性の社会進出による背

景から父親の協力は欠かせない.育 児に自信がない

父親は,ゆ った りとした気分で過ごせず育児状況も

良 くない傾向が指摘 され　14),父親の自信がその後の

育児状況に影響すると示唆 している.

本研究では,家 庭内での子どもの事故の要因につ

いて,先 行研究で明らかになっている父親の育児へ

の関与度　15),日常的予防策の実施状況　16)を活用 し,

基本的な属性の父親および母親の年齢,就 業状況に

よる影響が どの程度なのか,さ らに家族形態および

子どもの数が どのように影響 しているか、それは地

域によって異なるのか ということを明 らかにするこ

とを目的とした.研 究の枠組みを図1に 示す.家 庭

内の子 どもの事故について,父 親を対象にその関連

要因を地域別で明 らかにすることは,地 域に即 した

子 どもの事故防止への関心,取 り組み方 を知ること

につなが り,母 親のみならず父親に向けた地域別の

教育支援に意義があると考える.

Ⅱ.研 究 目的

本研究の目的は,地 域における家庭内の子 どもの

事故防止の啓発教育に資するために,一 戸建てに住

む父親を対象に両親の状況,家 族形態,日 常的予防

策等 と子 どもの事故の経験 との関連について離島と

市内の地域差 を明らかにすることである.

Ⅲ.用 語の定義

「子どもの事故」については,山 中　6)のいう 「子

どもの健康を傷害することである」とし,具 体的に

は,転 落,転 倒,や けど,挟 む事故,誤 飲,切 る事

故,溺 水,交 通事故,窒 息とする.な お,本 研究で

は,研 究 目的が事故の有無 との関連要因を探ること

なので事故種については言及 しない,

I V.研 究方法

1.調 査 対 象

本研究に協力の承諾が得 られたA県 のB離 島(人

口29000人/平 成22年 国勢調査,6歳 未満のいる世

帯数の一般世帯数に占める割合10.5%,以 下離島と

する)4カ 所の保育所に通所中の乳幼児 をもつ父親

324名,C市 内(人 口248000人/平 成22年 国勢調査

の特例市,6歳 未満のいる世帯数の一般世帯数に占

める割合10.5%,以 下市内 とする)4カ 所143名 の

計467名 を対象とした.



2.調 査 期 間

平成23年7月 ～9月

3.調査方法 と調査項 目

子 どもの事故に関する自記式質問紙調査 を行っ

た.対 象者の属性 として,父 親および母親の年齢,

父親および母親の就業状況,関 連する要因として育

児時間,家 族形態,子 どもの数を質問項 目とし,父

親の住んでいる地域(離 島 市内)で 分類 した。 ま

た,事 故の経験の回答を得た.子 どもの事故に関す

る日常的防止策は,田 中　17)のチェックリス トを参

考に0歳 か ら2歳 児 までを対象 とした家庭内で行 う

28項 目を作成 した.回答は,「毎回する～全 くしない」

の4段 階で 「4点～1点 」と得点化 した.

4.質 問紙の配布方法と回収方法

無記名自記式質問紙法を用いた.質 問紙の配布方

法は,説 明文および質問紙を封書に入れ,返 信用の

封書を同封 した上で各保育所に郵送 し,保 育所にて

配布を依頼 した.回 収方法は,回 収期間内に質問紙

に同封 した封書に厳封の上,保 育所で回収箱を設置

して回収 した.

5.分 析 方 法

対象者の属性を単純集計 し,一 戸建て居住者を選

定 して属性ごとに基本統計量を算出して比較 した.

また,日 常的予防策28項 目の実施の程度を地域別

に比率で算出しκ2検定を行った.そ の後,地 域別

に子どもの事故の経験と父親 と母親の年齢,父 親の

平 日および休 日の育児時間,子 どもの事故に関する

日常的防止策の実施率の関連 を正規性の検定後に

Mann-Whitney　 U検 定を行い,子 どもの事故の経

験 と父親および母親の就業状況はＸ2検定,子 ども

の数の関連はFisher直 接確率法 を行 った.さ らに

父親の年齢 は中央値で35歳 未満か35歳 以上,母 親

の年齢32歳 未満か32歳 以上,父 親お よび母親の就

業状況はフルタイムかそれ以外、家族形態では核家

族か核家族以外,子 どもの数は1名,2名,3名 以上

のいずれか,父 親の平 日の育児時間は中央値で3時

間未満か3時 間以上,休 日の育児時間 も9時 間未満

か9時 間以上,日 常的予防策は中央値で予防策の高

低群に分けダミー変数を用いて2項 ロジステック回

帰分析 を行い,事 故の予測因子 となる要因分析 を

行った．統計ソフトは,IBM　 SPSS20　for　Windows

を使用 した.有 意水準は5%未 満とした.

6.倫理的配慮

保育所の責任者の承諾を得て,対 象者に文書にて

本研究の趣旨,研 究協力の自由,個 人情報の守秘お

よび匿名性の確保,研 究結果の公表について説明文

を添付 した質問紙を配布 した.な お,対 象者の選定

については,保 育所の責任者に依頼 した.回 答は任

意であり,無 記名で よいことを紙面で説明した.さ

らに,対 象者からの回答の返信をもって同意 とみな

した.本 研究は,平 成23年 兵庫県立大学大学院応用

情報科学研究科研究倫理審査委員会にて承認された.

地域差【離島・市内】

基
本

的
属
性
（
保
護
者
の
年
齢
・
就
業
状
況
）

父親

育児時間

日常的予防策
の実施率

家族形態

子どもの数

子
ど
も
の
事
故
の
経
験

図1 本研究の枠組み
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表1 対象者の概要

離 島(n=123) 市 内(n=64)

中央値 25%tile,75%tile 中央値 25%tile,75%tile

年齢
父親(歳) 35.0 31.0,40.0 34.5 31.0,39.0

母親(歳) 32.0 29.0,36.0 35.0 30.2,38.0

父親の育児時間
1.5,3.52.5平 日(時) 3.0 3.0,4.0

6.0,13.0休 日(時) 10.0 5.5,12.6 12.0

日常的予防策 64.0 55.0,70.0 69.0 58.0,76.7

人数 割合 人数 割合

子どもの事故
有 55 44.7 43 67.2

無 66 53.7 20 31.3

家族形態

核家族 46 39.0 50 79.4

祖父母と同居 68 57.6 13 20.6

祖父母以外の親族同居 1 0.8 0 0.0

その他 3 2.5 0 0.0

子どもの数(人)

1 19 15.6 25 39.1

2 61 50.0 27 42.2

3 36 29.5 12 18.8

4 6 4.9 0 0.0

無 回答 は除いて示 している,

V.研 究結果

質 問 紙 の 回 収 は287通 で あ っ た(回 収 率61.5%).

この うち有 効 回答 率 は,父 子 家 庭 を除 く離 島 に住 む

父 親(以 下,離 島 とい う)54.3%,市 内 に住 む 父 親(以

下,市 内 と い う)88.0%で あ っ た,家 屋 別 で は,一

戸 建 て に住 む 父 親184名,集 合 住 宅 に住 む父 親68名

で あ っ た.そ の うち,一 戸 建 て に住 む 父 親184名 を

対 象 と した.子 ど もの事 故 の経 験 は,離 島 が事 故 あ

り群55名,事 故 な し群66名,市 内 が 事 故 あ り群43名,

事 故 な し群20名 で あ った.

1.対象者の概要

離島では,平 日の育児時間が3時 間で,休 日の育

児時間は10時 間であった.家 族形態では,祖 父母

と同居 している対象者が最 も多 く,子 どもの事故の

経験 は,事故を経験 していない父親の方が多かった.

市内では,平 日の育児時間が2.5時 間で休 日の育児

時間は12時 間であった.家 族形態では,核 家族が

最も多 く,子 どもの事故の経験は,事 故を経験 して

いる父親の方が多かった(表1).

2.子 どもの日常的予防策の地域別比較

日常的予防策のうち,地 域差があった項 目は,28

項 目中23項 目であった.離 島の方が市内より有意

に実施 していた項 目数は地域差があった23項 目中

14項 目,市 内の方が離島よ り有意に実施 していた

項 目数は地域差があった23項 目中9項 目であった(p

＜0.05).具 体的な内容 として,離 島では市内に比

べて 「洗剤 ・化粧品を手の届かない場所に置く」な

ど誤飲防止,「 入浴中に注意する」など溺水防止で

実施率が高く,「階段に予防柵をつける」「台所に柵

をつけている」など転倒,転 落防止の実施率は低かっ

た(p＜0.01)(表2),

3.地域別における子 どもの事故の経験別と背景要因

の比較

離島では,子 どもの事故 を経験 した父親55名 と

全体の45.5%で あった.父 親の年齢は,事 故あ り群

の方が事故なし群よりも年齢が高かった(p＜0.05).

同様に母親の平齢は,事 故あ り群の方が事故なし群

よりも年齢が高かった(p＜0.01).平 日の父親の育

児時間では,離 島の父親は子どもの事故の経験に関

連なく3時 間以上 を確保 してお り,事 故 なし群で育

児時間が長い傾向はあるが有意差はなかった.日常

的予防策28項 目の実施率 は,子 どもの事故の経験

に関連なく有意差はなかった(表3).一 方市内では,

子 どもの事故を経験 した父親43名 で全体の68.3%で

あった.子 どもの事故を経験 している父親の年齢が

高いが有意差はなかった.母 親の年齢は,子 どもの

事故を経験 している方が高かった(p＜0.05),市 内

の父親では,子 どもの事故の経験に関係な く離島よ

りも少ない平均2時 間以上の育児時間を確保 してい

た.市 内の父親 も離島の父親と1司様に事故なし群の

方が育児時間は長い傾向にあるが有意難はなかっ

た.休 日の育児時間は,子 どもの事故の経験に関連

なかった.日 常的予防策28項目の実施率 は,子 ど

もの事故の経験に関連なく有意差 はなかった(表4),
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表2子 どもの事故の日常的予防策の地域別比較

項 目 離 島(n=123)市 内(n=64)ρ 値

1洗 剤 ・化 粧 品 を手 の 届 か な い場 所 に置 く99.234.4**

2一 人 で浴 室 に は い らな い98.434.4**

3入 浴 中 に注 意 す る92.634.4**

4子 どもの 椅 子 は 安 定 の あ るもの を使 用 して いる92.4100.On.s.

5薬 ・た ばこを手 が 届 か な い場 所 に 置 く90.237.5**

6車 の ドア を閉 め る時 に は 注意 する90.031.3**

7子 どもと手 をつな ぐ87434,9**

8ポ ット・アイロン を置 か ない84.228.1**

9椅 子 か ら 目を離 さない83.337.5**

10窓 側 ・ベランダ に踏 み 台 を置 か ない81.234.4**

11子 どもを 寝 か せ て 目を離 さな い80.975.On.s.

12洗 濯 機 に 踏 み 台 を置 か な い77,950.0**

13ビ ニー ル 袋 を手 の届 かな い場 所 に置 く76.045.3**

14子 どもを 抱 いた まま熱 い 物 を飲 まな い76.039.1**

15お 風 呂 の 水 を溜 め ない70.540.6**

16熱 い 物 を置 か ない ようにす る69.434.4**

17ピ ー ナッツlも ちを食 べ ない58.846.8n.s.

18安 全 柵 を して いる56・750・8n・s.

19階 段 に 予 防 柵 をつ けて いる43.566.7**

20床 に物 を置 か ない39.748.4*

21子 どもに使 用 す る製 品 の 警 告 ・注 意 表 示 を確 認 す る39.254.7n.s.

22TVラ ックに ロックをつ ける37.260.3**

23育 児 中 に携 帯 電 話 は使 わ ない28.965.6**

24誤 飲 時 の処 置 本 を近 くにお い てい る24.062.5**

25家 具 にカバ ー をつ ける20.760.9**

26テ ー ブル クロス は使 用 しない14.976.6**

27外 出 時 に 目立 つ 色 の 服 を着 て 子 どもにわ か るようにす る13.465.6**

28台 所 に柵 をつ けて いる9.267.2**

無 回 答 を除 いて κ2検 定 を行 った.

項 目は,離 島 の実 施 率 が 高 い 順 に 示 してい る.

単 位 は,%を 示 してい る.
*
ρ<0.05**ρ<0.01n.s.有 意 差 な し

表3離 島における子どもの事故の経験別と背景要因の比較

事 故 あ り(n=55)事 故な し(n=66) ρ値

中央 値25%tile,75%tile中 央 値25%tile,75%tile

父 親(歳)35.032.7,41.033.o30.0,37.0*年 齢

母 親(歳)35.030.7,38．230.528.0,35.0**

平 日(時)3.02.0,4.03.53.0,4.5n.s.父 親 の 育 児 時 間

休 日(時)8.06.0,14.05.510.0,12.On.s.

日 常 的 予 防 策64.054.0,67.063.055.8,70.On.s.

人数 割合 人数 割合 ρ値

フル タイム4578.9%5278.8%

フル タイム夜 勤 あ り1017.5%69.1%父 親 の 就 業 状 況
n.S.

パー トタイム11.8%11.5%

その 他11.8%710.6%

フル タイム3969.6%3959.1%

フル タイム夜 勤 あ り23.6%46,1%

パー トタイム1221.4%1421.2%母 親 の 就 業 状 況
n.S.

休職 中00.0%23.0%

専 業 主 婦11.8%46.1%

その 他23.6%34.5%

年 齢,父 親 の育 児 時 間,日 常 的 予 防 策 はMann-WhitneyU検 定 を行 った,

父親 の 就 業 状 況,母 親 の 就 業 状 況 は無 回答 を除 いてx2検 定 を行 った.

*ρ<0.05**ρ<0.01n.s.有 意 差 な し
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表4市 内における子 どもの事故の経験別と背景要因の比較

事 故あり(n=43) 事故 なし(n=20)
p値

中央値 25%tile, 75%tile 中央値 25%tile, 75%tile

年齢
父親(歳) 35.0 32.0, 39.0 34.0 30.2, 40.8 n.s.

母親(歳) 36.0 31.0, 38.0 32.0 28.3, 36.8 *

父親の育児時
間

平 日(時) 2.0 1.0, 3.6 3.0 2.0, 4.0 n.s.

休 日(時) 12.0 6.0, 13.6 12.0 6.0, 12.0 n.s.

日常的予防策 69.0 57.0. 79.0 68.5 60.3, 74.0 n.s.

人数 割合 人数 割合 p値

父親の就業状

況

フルタイム 29 67.4% 15 75.0%

フルタイム夜勤あり 14 32.6% 4 20.0%
n.ｓ.

パ ートタイム 0 0.0% 0 0.0%

その他 0 0.0% 1 5.0%

フルタイム 13 30.2% 9 45.0%

フルタイム夜勤あり 18 41.9% 8 40.0%

母親の就業状
況

パー トタイム 8 18.6% 1 5.0%
n.s.

休職中 0 0.0% 0 0.0%

専業主婦 3 7.0% 2 10.0%

その他 1 2.3% 0 0.0%

年齢,父 親 の育 児時 間,日 常的予 防策 はMann-WhitneyU検 定を行った.

父親の就業状況,母親の就業状況は無回答を除いてX2検 定を行った.
*p<0.05**p<0.01n.s.有 意 差 な し

4.地域別における子どもの事故の経験別と背景要因

の比較

単変量分析では,離 島で父親の年齢が35歳 以上

の方が,母 親の年齢が32歳 以上の方が子 どもの事

故を経験 していた(ｐ ＜0.05).父 親 と母親の就業状

況は,子 どもの事故 とは関連がなかった.家 族形態

では,祖 父母 と同居 している方が事故の経験が多

かった(p＜0.05).子 どもの数では,子 どもが多い

方に事故の経験が多かった(p＜0.01).平 日の育児

時間に関 しては,育 児時間が3時 間以上で子 どもの

事故の経験が少なかった(p＜0.01).休 日の育児時

間,日 常的予防策の実施率は,子 どもの事故の経験

に関連はなかった.一 方市内では,父 親 母親の年

齢,家 族形態,子 どもの数 育児時間,日 常的予防

策の実施率 と子 どもの事故の経験には関連がなかっ

た(表5),

5.地域別の子 どもの事故の経験別 と背景要因の関連

先 行 研 究 に よ りこれ らは(父 母 の就 業状 況 と父親

の平 日 ・休 日の 育児 時 間,日 常 的 予 防 策)は,子 ど

もの事 故 との 関 連 が 指摘 され て い る こ とか ら,こ れ

ら を含 め,父 親 と母 親 の 年齢,家 族 形 態 子 ど もの

数 の9つ を独 立 変 数 と し,従 属 変 数 を事 故 の経 験 の

有 無 と して2項 ロ ジ ス テ ッ ク 回帰 分 析 を行 っ た.離

島 で は,家 族 形 態 で 核 家 族 よ り も核 家 族 以 外 で

(Ｏdds:3.0,95%CI:l.1-8.1,p＜0.05),子 ど もの 数 で は

1名 よ り3名 以 上 の 方 が 事 故 の 経 験 が 多 か っ た

(Ｏdds:4.0,95%CI:1.1-16.2,p＜0.05).市 内で は,母 親

の 年 齢 が32歳 以 上 の 方 が 事 故 の 経 験 が 多 か っ た

(Ｏdds:8.9,95%CI:1.2-67.5,p＜0.05)(表6).

VI.考 察

一戸建てに住む父親を対象に,子 どもの数,家 族

形態,育 児時間,日 常的予防策の実施率などの背景

要因と子どもの事故の経験の関連を離島と市内の地

域差について分析 した.

本調査の結果で子どもの事故の要因としてあげら

れた父親の年齢では,離 島の父親は年齢が高い方が

より多 く事故の経験をしてお り,母 親 も同様に年齢

が高い方が事故の経験をしており,両 親の年齢が上

がるにつれ子 どもの事故の経験をしやすいと推察さ

れた.市 内の父親の年齢は,事 故の経験 との関連は

なかったが,母 親では32歳 以上 に事故の経験が多

かった.全 国的にみても出生順位別の母親の平均年

齢 は,平 成23年 で第1子 は30.1歳 とな りは じめて

30歳 を超えている 2).第2子 は32.0歳,第3子 は33.2

歳 と次第に出産年齢が上昇していることから,母 親

の年齢が32歳 以上であることは子 どもの事故の予

測因子といえる.さ らに今回の対象となった離島は,

合計特殊出生率2.09全 国第5位 であ り 18),子 どもの

数が多 く,そ のため母親の年齢も高 くな りやすいと

いう背景もあ り,今 後も継続的に注意が必要な要因

といえる,次 に,子 どもの数では,離 島で子どもの

数が多かったにもかかわらず,離 島の父親が市内の

父親より事故の経験が少なかった.そ の理由として

は,離 島の父親が平日の育児時間が多かったことが

考えられる.こ のことは,Fujiwaraら 15)の 「父親

の育児関与が高いと子どもの事故防止につながる」

という報告から,育 児時間が長いと育児に関わる中

で子どもの動きを理解で き予防的な対応が出来てい
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表5地 域別における子 どもの事故の経験別と背景要因の比較

離島 市内

事故あり(n=43)事 故なし(n=20)事故あり(n=55)事 故なし(n=66) ρ値 ρ値

人数 割合 人数 割合 人数%人 数%

父 親の 年齢35歳 未 満2138.2%3959.1%*2148.8%1050.0%ｎ.ｓ.35歳以 上3461
.8%2740.9%2251.2%1050.0%

母 親 の年齢32歳 未 満1731.53857.6%**1125.6%945.0%ｎ.s.32歳以 上68
.5%2842.4%3274.4%1155.0%37

父 親 の就 業状 況 フルタイム4480.0%5278.8%ｎ.s.2967.4%1575.0%ｎ.s.フルタイム 以外1120
.0%1421.2%14525.0%32.6%

母 親 の就 業 状況 フルタイム3768.5%3959.1%ｎ.s.1330.2%945.0%ｎ.s.フルタイム 以外1731
.5%2740.9%3069.8%1155.0%

核家族1426.4%3250.0%3481.0%1575.0%

祖父母と同居3769.8%3046.9%819.0%525.0%
家族形解 祖父母以外の親族同居00.0%11.6%*00

.0%00.O%n.s.

その他23.8%11.6%00.0%00.0

1人610.9%1320.0%1534.9%945.0%

子 どもの数2人2138.2%3960.0%**1739.5%1050.0%ｎ.ｓ.3人45
.5%1015.4%1125.6%15.0%25

4人35.5%34.6%00.0%00.0%

平 日の父親の育3時 間未満1629.6%1219.0%2558.1%842.1%
児時間3時 間以上3870．4%5181.0%ｎ.s.1841.9%1157.9%ｎ.s.

休 日の父親の育9時 間未満2635.7%3249.2%1535.7%842.1%
児時間9時 間以上2952.7%3350.8%n.s.2764.3%1157.9%ｎ.s.

低群3156.4%3654.5%1432.6%945.0%日常 的予 防 策
n.S.n.S.高 群2443

.6%3045.5%2967.4%1155.0%

a家族形態は無回答を除いてλ12検定を行った1
b子どもの数は無回答を除いてFisher直接確率法を行った

.

父親の年齢,母 親の年齢,父 親の就業状態.母 親の就業状態,平 日の父親の育児時間,休 日の父親の育児時間.日 常的予防策はκ2検定を行った.

父親、母親の年齢は,中 央値で2群 に分類した.

父親の就業状況 母親の就業状況はフルタイム,フ ルタイム以外の2群 に分類した.

平日、休 日の父親の育児時間は,中 央値で2群に分類した.

父親の日常的予防策は,総 得点化し中央値で分類し1)低群,2)高 群と設定した.
*ρ<0.05**ρ<0.01ｎ.s.有 意差なし

表6地 域別における子どもの事故の経験別 と背景要因との関連

離 島(n=121)市 内(n=63)

オ ッズ比(95%信 頼 区間)ρ 値 オッズ比(95%信 頼 区 間)ρ 値

父 親 年 齢(歳)

〈351[Reference]1[Reference]

〉=35t4(0.5-4.2)n.s.0.3(0.1-2.4)n.s.

母 親 年 齢(歳)

〈321[Reference]1[Reference]

〉=321.8(0.6-5.6)n.s.8.9(1.2-67.5)*

父 親 の 就 業 状 況

フル タイム1[Reference]1[Reference]

フル タイム 以 外0.5(0,2-1.7)n．s.2.4(0.3-15.4)n.s-

母 親 の 就 業 状 況

フル タイム1[Reference]1[Reference]

フル タイム 以 外0.6(0.3-1.7)n.s.4.4(0.9-20.8)n.s.

父 親 の 平 日育 児 時 間(時)

〈31[Reference]1[Reference]

〉=30.4(0,2-1.4)n.s.0.4(0.1-1.7)n.s.

父 親 の 休 日 育 児 時 間(時)

〈91[Reference]1[Reference]

〉=91.7(0.6-4.4)n.s.2.4(0.5-11.0)n.s.

家 族 形 態

核 家 族1[Reference]1[Reference]

核 家 族 以 外30(1.1-8.1)*0.3(O.3-2.1)n.s.

子 ども の 数(人)

=11[Reference]1[Reference]

>21.O(0.3-3.4)n.s.0.7(0.1-3.4)n.s.

〉=34.0(1.1-16.2)*8.2(0.6-112.9)n.s.

日 常 的 予 防 策

低 群1[Reference]1[Reference]

高 群0.8(0.3-2.0)n.s.1.9(0.4-8.0)n.s.

独 立 変数 に父 親年齢,母 親 年 齢,父 親 の平 日・休 日の 育児時 間,家 族形 態,子 どもの 数,日 常 的 予防策 とし,

従 属 変数を事故 の有無 で二項 ロジスティック回帰分 析(強 制投入 法)を 行った.

*ρ<0.05**ρ<0.01n.s.有 意 差な し
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るためと考えた.さ らに,育 児時間は,休 日では地

域差はなかったが,平 日では離島の父親が市内の父

親より長 く関わってお り,離 島の父親の方が育児時

間を確保 しなが ら子 どもと関わっていると捉 えた.

その背景として,離 島の父親が祖父母と同居率が高

いことがあげられる.祖父母 と同居 していることは,

石倉 ら19)の 「同居の祖父母か らの育児支援が受 け

やす く育児時間が確保 しやすい環境」と同様の結果

として,子 どもの事故の重要な予測因子と考えられ

た.ま た,母 親を対象 とした事故に対する考え方と

子 どもの事故 との関連 についての調査20)で は,母

親が単に事故に注意 しているだけでは事故防止に結

びつかず,母 親の性格が几帳面で家庭内の整理 整

頓することが事故の減少につながるとしている.本

研究では,父 親と母親の性格 までは言及 していない

が,家 庭内の整理,整 頓 を行 うことは日常的予防策

の実践につながると考えられる.そ うであれば,日

常的予防策28項 目の実施率は離島および市内でと

もに60%台 と地域差はな く実践 していた.日 常的

予防策を実施 している者ほど事故の経験が少ないと

いう結果は17),本研究では得 られなかった.し か し,

日常的予防策の項目別による実施率の比較では,離

島の方が市内よりも実施 している項 目数が多 く,実

施 している内容も地域によって異なっていた.そ の

ため,項 目による実施率の違いは,地 域に応 じた事

故防止教育の具体的な内容として活用できると考え

る.ま た,日 常的予防策の実施率を事故予防に関す

る認識 と捉えると,一 戸建てに住む父親は,事 故の

経験に関わらず認識が高いために予防行動が出来て

お り,そ の傾向は離島の方が高いと推察された.

さらに,地 域に応 じた父親の支援 として,従 来の

母親を中心 とした支援アプローチだけでなく,家 屋

別の特性を踏 まえて父親の現状に寄 り添った支援二体

制21)を 整備 してい く必要性がある.こ れからの父

親に向けた事故防止の啓発教育 として,離 島では,

父親の年齢が高い者,母 親の年齢が高い者,核 家族

以外で祖父母などの同居家族がいる者,子 どもの数

が多い者に子 どもの事故の経験が多いという特徴を

含めることで地域に即 したアプローチができると考

える.ま た,父 親は 「母親 をサポー トする」 という

意味で大切であると同時に,父 親自身も親 として周

囲か ら支えられていることが重要 といわれてお り
22)

,離 島では祖父母などの同居家族の存在が父親の

支援 に影響 していると推察された.自 治体が父親へ

の子育て支援事業を展開 してい くうえで,従来の「母

親の支援の付加として父親への支援」を考えるので
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な く,「父親自身のニーズを把握 し,父 親のニーズ

に即 した講座を企画する」 ことが,父 親の子育て支

援の参加への意欲を促す という報告23)が ある.こ

のように育児支援 を通 した啓発教育 を考えるうえ

で,離 島の父親が育児時間を多 く確保できる環境は,

子どもとの関わ りの長さで父親としての役割意識を

強める墨)という作用が働 きやすい地域 といえ,父

親が主体的に関わる動機づけにつなが りやすいと考

える.

以上のことか ら,離島での子どもの事故防止には,

父親自身が子 どもとの関わりの中で父親の役割意識

を高めることができるような働 きかけによって,さ

らに啓発教育の対象に祖父母を加えることで日常的

な事故防止の行動意欲が高 まる可能性が窺えた.

Ⅶ.結 論

一戸建てに住む父親を対象に子どもの事故の要因

について調査 した結果,離 島と市内の事故の要因に

違いがあったため,子 どもの事故防止の啓発教育に

は地域差を考慮しなければならないことが明らかと

なった。

離島では,子 どもの事故の予測因子として祖父母

と同居家族が多 く子どもの数も多いという特徴があ

り,市 内は母親の年齢が高いほうがリスクになると

いう離島と市内では事故の予測因子が異なることが

明らかとなった.そ のため,離 島における子どもの

事故防止の啓発教育には,祖 父母 と同居の有無 子

どもの数に関する家庭の状況を考慮 して祖父母を含

めた啓発教育の対象者の拡大を検討 していく必要性

が示唆された、

本研究の限界として,一 戸建てに住む父親を対象

に地域差を分析 したが,離 島と市内の対象者数に偏

りがあった.こ れは,離 島ではほぼ全数に近い保育

所の協力が得 られたにも関わらず市内の保育所の協

力が得にくかったことにある.そ のため,今 回の結

果を一般化することは限定的といえる.

今後は,同 じ地域で対象者を確保 して縦断的な調

査 をすることで,地 域の特性に応じたきめ細かい啓

発教育に活かしていきたい.
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